〔要　求〕
	９．組織・機構・定数等
⑴　欠員補充・定数拡大・直営堅持

①　欠員不補充、定数削減等を行わず、中長期の新規採用計画を策定すること。また、組織、機構の見直しについては、組合との交渉・協議・合意に基づく実施を前提とすること。

②　子育て・介護・医療などの社会保障分野、ライフラインや地域交通対策、大規模災害等からの復旧・復興など、増大する地方自治体の役割に見合う人員体制を確保し、的確に予算に反映すること。特に、消防職員、保育士、ホームヘルパー等介護職員、看護職員等の確保と大幅増員をはかること。


〔解　説〕
⑴　欠員補充・定数拡大にむけ人員確保と増員要求は、次の視点で取り組みを強化します。

①　総務省の地方公共団体定員管理調査結果によると、地方公務員総数は、1994年の328万人をピークに、集中改革プランなどにより減少を続けてきました。2015年度には増加に転じたものの、現在も約270万人にとどまり(ピーク比：54万人減)、財政の悪化にともなう退職不補充や新規採用者の抑制、民間委譲・民間委託により、不十分な体制となっています。現在の体制では、新型コロナの再拡大や、自然災害等が発生した際に、住民の命と暮らしを守るという地方自治体の基本的な役割を果たすことさえ難しく、人員確保と人材育成を含めた体制の強化が急務です。また、医療・保育・交通などの専門的な職種では、民間企業同士や民間企業と地方公共団体などの事業者同士で有資格者の取り合いになるほど、業界全体の人員不足が深刻化しています。さらには、新型コロナ禍の収束の見通しは立たず、長期化する緊急対応に現場の疲労が蓄積しています。このままでは、新型コロナの再拡大や、自然災害等が起きた際に住民に対する十分な公共サービスの提供は不可能であり、人員確保と人材育成を含めた体制の強化が急務となっています。

②　人員確保闘争を取り組むうえで重要なのは、職場実態調査を行うなかから現場の組合員の声を拾い上げ、採用計画を検証し、人員確保の要求を確立していくことです。今年度中の中途退職者および定年退職者の数を把握、長期病休者など事実上の欠員が生じた職場の点検や職場の人員配置の検証などを行うなかから人員確保のたたかいを強めます。

　また、雇用状況の変化により求職者数に対して応募が満たない傾向にあることから、採用試験受験者数の確保、採用辞退の防止対策、あわせて、早期離職を生み出さず、採用した職員の定着をはかるためワーク・ライフ・バランスに配慮した職員体制や働きがいの持てる魅力ある職場づくりを求めていく必要があります。

③　職場の人員配置については、正規職員の配置を基本とし、会計年度任用職員を採用する場合は、労使で点検・検証・議論を行う機会を設けるよう求めます。

⑵　消防職員、保育士、介護、看護職員の確保と大幅増員要求は、次の視点で取り組みを強化します。

①　近年、気象庁の統計が開始されてからはじめてとなる自然災害が相次ぎ、甚大な人的被害、建物被害、農産物被害をもたらしました。2018年４月の大分県山崩れ災害、６月の大阪府北部地震、７月の豪雨、９月の胆振東部地震においては緊急消防援助隊も派遣されています。

　　　これら想定外の自然災害が多発するなか、各地域での防災・減災対策は喫緊の課題であり、災害に十分に対応できる消防職員の適正配置は欠かすことのできない課題です。

　　　救急出動件数は引き続き増加傾向にあり、医療の進歩や救急救命士の処置範囲拡大にともない、求められる救急業務の内容は高度化し、活動時のミスや不作為による処置の法的責任等、精神的な負担は増大しており、現場で活動する救急隊員に課せられた使命、責任は重く、個人レベルでは到底支えきれるものではありません。

　　　さらに、近年は大規模な自然災害や多数傷病者が発生する事件・事故が多発し、最先着隊として活動する救急隊員がＰＴＳＤなどを訴える例が多く報告されています。

　　　消防法施行令の一部を改正する政令により、2017年４月から過疎地域および離島を対象に「准救急隊員」を含む救急隊編成が可能となりました。現在のところ導入の動きはありませんが、提案があった場合には、これを許さず、従前どおりに消防吏員による救急隊員の確保を求めます。

　　　2003年に総務省消防庁から出された206号通知を根拠に、いまだ恣意的な取り扱いにより、休憩中の労働に対して事後において休憩時間を繰り下げ、時間外勤務を正規の勤務時間とし、処理できない時間のみ時間外勤務として扱う職場もあります。また、2011年の広島高裁判決では、消防職員に休憩時間自由利用の原則が排除されていることから、労働時間制を否定しました。この判決の結果も踏まえ、各消防職場の勤務時間等の実態を調査するとともに、無賃金拘束時間の解消にむけ、現行の法制度上の矛盾を追求する運動が必要です。

　　　2018年６月には、ＩＬＯ総会で、「結社の自由委員会」が、日本政府に対して、消防職員への団結権付与に関する11度目の勧告を行っています。日本政府は国際社会からの圧力を、今後も無視し続けることができない状況となっていることは確かです。

②　保育・学童保育職場の人員確保については、この間、都市を中心に共稼ぎなど働き方の変化により待機児童問題がクローズアップされ、待機児童解消にむけてさまざまな取り組みがされていますが、その一方で保育士不足が深刻化している状況が明らかとなり、このことは公立保育所においても同様の状況となっています。保育士の資格を持っていながら働いていない「潜在保育士」は全国で80万人いると言われていますが、その要因は賃金の安さや長時間労働など労働環境の厳しさにあります。

　　　新型コロナ禍が現場の業務をさらに圧迫し、人員不足が一層深刻化しています。また、現在の配置基準では、保育士１人が担当する児童数が多いうえに、さらに感染症対策が必要となったことで、児童を安全に見守ることが難しくなっています。早急に配置基準を見直したうえで、労働環境、処遇の改善にむけた取り組みと人員確保にむけた取り組みを一体で強化していきます。

③　本格的な高齢社会を迎え、自治労が進める福祉人材確保キャンペーンの確立を第一線で担い、地域で高齢者を支える介護・看護職員を中心とするマンパワー確保・増員のたたかいは、人員確保闘争の全国共通最重点課題と位置づけ展開します。

④　介護職の人員確保については、恒常的な人員不足のなか、新型コロナ禍により、消毒をともなう頻回な清掃やＩＣＴを利用した面会といった新しい運営体系への転換など、負担が大きくなっています。このままでは利用者・職員に関わらず、新型コロナに感染した患者や濃厚接触者が発生した場合、サービスの提供自体が危ぶまれる現状にあります。利用者はもちろん、職員も安心して働くことができる職場環境をめざし、労働条件の向上と人員確保をこれまで以上に強く求めていきます。さらに、この間の介護報酬改定と処遇改善加算で介護職員の給与改善が実行されたかどうか検証し、安定財源の確保にむけ報酬額の引き上げと賃金配分基準の策定や職員配置基準の改善を国に求めていきます。

⑤　公立・公的医療機関について、道内の看護師確保は依然として厳しい状況に置かれ、劣悪な労働環境が固定化し、病棟閉鎖などによる病院経営の悪化が顕著です。とりわけ、新型コロナに感染した患者の受け入れのため、感染症に対応した病床の設置などにより、夜勤回数、長時間労働が増加しています。安定した医療体制の提供のためにも、「就労看護職員200万人体制実現」にむけ、人員不足解消のための復興支援などに取り組みます。また、育児・介護と両立できる勤務体制の確保など、安心して定年まで働き続けられる職場環境の整備を進めます。看護職員確保のたたかいについては、単組段階で職場実態をしっかりと当局へ訴えるとともに、道本部は人員確保のための大幅な予算要求・報酬引き上げなどを自治労本部・連合北海道とも連携しながら北海道・厚生労働省対策の強化に取り組みます。

⑥　保健所の体制整備にむけた人員確保について、地域保健法の成立から広域化と規模縮小が進められてきたなか、新型コロナ禍への対応において、保健所職員が不足し、事務職が応援として派遣されるなど、保健所の対応力が限界に達しています。今後の感染再拡大などの事態にも対応可能な体制整備を求め、人員確保などに取り組みます。

〔要　求〕
	９－⑴　欠員補充・定数拡大・直営堅持
③　任期付採用制度に関する条例化と運用については、十分な労使協議と合意を前提とするとともに、具体的な採用の必要性が生じた段階において条例化を行うこと。また、部内の人材活用および育成を基本として、それにより賄うことが著しく困難な職種について適用すること。


〔解　説〕

任期付職員の任用については2014年７月４日に総務省通知「臨時・非常勤及び任期付職員の任用等について」が発出されています。本通知を受けて、地公法３条３項（いわゆる嘱託職員）からの任用替えの動きは道内ではほとんどみられませんが、現在の任用の状況によっては、労働条件の改善につながる場合も想定されるため、現状の任用状況等総合的に判断したうえでの対応が必要となります。

また、任期付職員制度の趣旨に反し、合理化を目的とした正規職員を任期付職員（任期付短時間勤務職員）に置き換えるために導入しようとする動きについては明確に反対の姿勢で臨みます。

条例化がされていない自治体も多くありますので、〔資料〕を参照いただき対応ください。
〔資　料〕
	

	自治労・一般職の任期付採用制度についての対自治体要求指標と解説
⑴　制度に関する条例化と運用については、充分な労使協議と合意に基づくこと。

　「地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律」（以下、「法」という）は、①任期を定めた採用（法第３条関係）、②任期の更新（法第５条関係）について、条例で規定することを求めているが、その他、制度化については、制度の趣旨・定義、給与等、制度全体に関する事項に関して、条例化等をはかる必要がある。
　なお、条例化については、法の施行に伴いすべての自治体において条例整備を行う必要を求めるものではなく、具体的な採用の必要性が生じた段階で行うべきものである。
　任期付採用制度は、常勤職員及び自治体全体に与える影響を考慮し、制度に関する条例化と運用について、充分な労使協議と合意が必要である。

≪参　考≫
１．総務省自治行政局公務員部長通知（「地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律の運用について」総行公第46号平成14年６月14日）
基本的事項
ア　条例制定の必要性
　地方公共団体において法に基づく任期を定めた採用を行おうとする場合には、当該地方公共団体において条例を整備することが必要であり、専門的な知識経験又は優れた識見を有する者を任期を定めて採用する必要性等をよく検討して条例の整備を検討されたいこと。

⑵　任期付職員の採用については、公正・中立性など人事行政における原理原則を確保すること。

　近代的公務員制度における人事行政制度の原則は、人事行政における政治的影響を排除し、中立公正な人事行政を展開することにある。つまり、近代的な政治体制と公務員制度は、政治的意思の決定に当たる政務職とその決定に基づいて執行に当たる行政職とは機能的に分化していることを前提としている。すなわち、「行政」に対し「政治」が必要以上に介入することは、行政の継続性、安定性を大きく損なうこととなり、行政の公正性、中立性に影響を及ぼすおそれがあることが否定できないという観点からの問題意識である。
　したがって、任期付採用制度においても当然のこととして、これらの人事行政制度の原則が厳密に確保されなければならない。
　なお、国の任期付職員制度における人事院規則（23－０）は、「情実人事を求める圧力又は働きかけその他の不当な影響を受けることなく」と規定し、採用における中立公正性の概念を明確にするとともに、それを具体的に確保するため、さらに人事院の外部意見の聴取の必要性と人事院による事前承認を前提とするなど高度の規制を実施していると言える。
　その意味で、これらの国における中立公正性の確保のための方策が、最低限、自治体において同程度の実態的対応がはかられる必要があり、このため条例の「制度の趣旨・定義」において、これらの原理原則について明記される必要がある。

≪参　考≫
１．衆議院総務委員会（４月18日）における附帯決議
　政府及び地方公共団体は、本法律の施行に当たり、次の事項について配意すべきである。

一　地方公共団体が、任期を定めて職員を採用する場合、真に専門的な知識経験又は優れた識見を有する者を採用することとし、性別その他選考される者の属性を基準とすることなく、及び情実人事を求める圧力又は働きかけその他の不当な影響を受けることのないよう留意すること。
二　任期付職員制度が、地方公共団体の人事行政における政治的影響、公民癒着等の疑惑や批判を受けることがないよう、その適正な運用を図るとともに、人事委員会・公平委員会の機能の充実に努めること。
２．参議院総務委員会（５月21日）における附帯決議
　政府は、本法を施行するに当たり、次の事項の実現に努めるべきである。
一　地方公共団体が、任期を定めて職員を採用する場合において、性別その他選考される者の属性を基準とすることなく、また、情実人事を求める圧力又は働きかけその他の不当な影響を受けることのないよう留意し、真に専門的な知識経験又は優れた識見を有する者を採用するよう、必要な助言を行うこと。
二　任期付職員制度の運用に当たっては、地方公共団体の人事行政における政治的影響力の行使、公民癒着等の疑惑や批判を受けることなく、適正な運用がなされるよう、制度導入の趣旨の周知徹底を図るとともに、人事委員会・公平委員会の機能の充実に努めること。
３．参議院総務委員会（５月21日）における総務副大臣見解
　「この法案によります任期付採用におきましても、地方公務員法第15条にあります職員の任用は能力の実証に基づいて行うと、この原則がございまして、各地方公共団体の任命権者は、選考される者の資格、実務経験等に基づき客観的な能力の判定を通じて公正に採用を行わなければならないと、このようになっております。」
４．総務省自治行政局公務員部長通知（「地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律の運用について」総行公第46号平成14年６月14日）

⑶　採用における公正・中立性を確保するため、採用方法を公募によるものとするなど、具体的な施策を講じること。

　法第３条は、任期を定めた採用について、「任命権者が選考により採用することができる」としている一方、人事委員会を置く地方公共団体における「人事委員会の承認」を必要（国の場合、人事院の承認を必要としている）としている。
　そこで問題となるのが、中立公正な人事行政を確保するための仕組＝第三者機関について、国と地方とで機構的・制度的な相違が存在することにある。
　第一に、人事委員会の所在する自治体に対しては、国における人事院の役割を踏まえ、採用における人事委員会の承認を要することを指摘しているが、人事院と人事委員会では人事行政における企画・立案機能が大きく異なることが問題点となる。つまり、人事院には法律の委任に基づく人事院規則等の制定権が付与されていることから第三者機関としての極めて強い権限が与えられている。それ故、任期付制度においても、人事院規則や事務総長通知により、相当高度の中立公正性の確保がはかられている一方で、人事委員会に付与されている権限は人事院と比較すると著しく低いものに限定されている。したがって、国においては第三者機関の権限、企画・立案により定められているこれらの規定を自治体段階において、少なくとも同程度・内容の規程を整備する必要がある。
　第二に、人事委員会の所在しない自治体における対応の問題である。

　現在、人事委員会が所在する自治体は、都道府県、政令都市を中心にわずか62自治体となっており、圧倒的多くの自治体においては公平委員会の設置（それも町村段階では多くが委託や共同設置）にとどまっている。なお、制度上、公平委員会には採用事務が付与されていない。したがって、任期付職員の採用について、国及び人事委員会が所在する自治体のように第三者機関による事前規制（承認）が働かないことから、任命権者による恣意的な採用を排除するため、単組における日常的な監視と対応をより強化することが求められる。
　なお、いずれの場合についても、採用及び制度の運用について、中立公正及び透明性の確保などをはかるため、採用方法を公募を前提とした選考とする必要がある。
≪参　考≫
１．衆議院総務委員会（４月18日）における総務省公務員部長見解
　「任期付職員の採用につきましても、職員の任用は能力の実証に基づいて行うという地方公務員法第15条の成績主義の原則は当然適用されるものでありまして、各地方公共団体の任命権者は、選考される人の資格、実務経験、実績等客観的な経歴評定を通じて公正に採用を行わなければならないことは当然のことでございます。また、選考採用を行う場合、公募の方法により候補者を集めることも可能でありまして、特に、本法による任期付採用を行うに当たりまして、必要とする専門的な知識経験等を有する人材が広く存在し得る場合には、公募による方法は十分考えられてよいものと考えております。なお、これらのことは、人事委員会を設置する地方公共団体であるか、設置していない団体であるかを問わず、変わるものではございません。」
２．総務省自治行政局公務員部長通知（「地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律の運用について」総行公第46号平成14年６月14日）
任命権者が留意すべき事項
⑷　任期を定めた採用の具体的な要件・ケースについて明らかにするとともに、充分な労使協議と合意に基づくことを前提とすること。また、個別の採用を要する要件・ケースについては条例に規定すること。
　法第３条は、任期を定めた採用ができる場合について、「高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者（以下、「特定任期付職員」という）について、それを一定期間活用することが特に必要とされる業務に従事させる場合」（法第３条第１項）、「専門的な知識経験を有する者（以下、「一般任期付職員」という）について、それを必要とされる業務に従事させる場合」（法第３条第２項）で、①専門的な知識経験を有する職員の育成に相当の期間を要するため、部内で確保することが一定期間困難である場合、②専門的な知識経験が急速に進歩する技術に係るものであること、その他専門的な知識経験を活用することができる期間が一定の期間に限られる場合、③上記①及び②に準じる場合として条例で定める場合としているが、これらはそのいずれもが極めて抽象的な概念にとどまっており、具体的な採用を実施する場合に、その客観性、具体性、透明性が厳密に確保されなければならない。なお、この条例で定める場合について「条例の参考例」では、国の例を参考として、①専門的な知識経験を有する職員を一定の期間他の業務に従事させる必要があるため、部内で確保することが一定の期間困難である場合、②公務外における実務の経験を通じて得られる最新の専門的な知識経験を必要とするもので、有効に活用することのできる期間が一定の期間に限られる場合（いずれも人事院規則23－０第３条と同内容）としている。

　現在、国において適用されている採用要件は、採用の公正中立性を確保する観点から人事院規則や人事院事務総長通知に規定されており、具体的には、①倒産法制の見直しに関して弁護士を従事させる場合、②金融機関に対する特別の検査業務に公認会計士を従事させる場合、③内閣審議官として国全体の政策課題の企画・立案に従事する場合、④原子力に関する専門技術者を保安検査に従事させる場合などに限定されている。
　一方、国と地方自治体において、任期付採用を必要とする業務は、その専門性の高さを含めて当
然に異なるものである。
　したがって、自治体における採用要件については、地方自治体の独自性・主体性の立場からの詳細に関する検討と、任期付採用を必要とする業務の特定が採用における公正中立性の確保に直結することからも要件の明確化と限定化がはかられる必要がある。
　ところで、自治体における採用要件については、条例に委任することが予定されているものの、その規定は、「高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者」、「専門的な知識経験を有する者」という抽象的な内容にとどまることが想定され、任命権者がその実情に応じて柔軟に決定することができる仕組みとなるものの、他方でそのことは制度創設の趣旨に反する採用要件の拡大に発展する危険性を内包することとなる。
　その意味で、具体的な採用要件・ケースについては、人事行政制度の公正中立性を確保し、任期付採用を真に必要な場合に限定するため、充分な労使協議と合意を前提とするとともに、個別要件・ケースの条例化等による規制が必要となる。

≪参　考≫
１．参議院総務委員会（５月21日）における総務省公務員部長見解
　「私どもも、人事院の通知を参考にしまして、法の施行に当たりましては、各地方団体の制度の活用に資するため、参考としてこういったケース・例示を周知することも考えていきたいと思っております。」
　「実際の制度の実施あるいは運用に当たりましても、各任命権者は、制度の導入に際しまして条例を制定することになりますが、その際の議会での、その必要性とかどんな職種にこれを採用するか、そういった点についての議論を経て議決いただくことになりますし、また制度の運用に当たりましても情報公開等を通じまして住民への説明責任を任命権者は有することになりますので、議会や住民の監視の下に置かれてこの制度が運用されるということになろうかと考えております。また、これらのことも踏まえまして、総務省といたしましてはこの法の施行に当たりましては、各地方団体に対して、制度の趣旨、内容についてよく周知を図りますとともに、公正な採用が行われますよう必要な助言等に努めてまいる所存でございます。」
２．総務省自治行政局公務員部長通知（「地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律の運用について」総行公第46号平成14年６月14日）

⑸　部内の人材活用及び育成を前提とし、それにより賄うことが不可能な場合についてのみ任期付採用を適用すること。

　現行の任用制度においては、「恒久的な職への任用について特別の事情があるものを除き、期限付任用を行うことは適当でない」国家公務員法33条（任免の根本基準）、人事院規則８－12（職員の任免）第15条の２、地方公務員法15条（任免の根本基準）とされている。その意味でこの制度は、あくまで特例的なものであり、任期付職員を活用することが不可欠な業務が存在するとともに、当該業務が恒常的でないことが前提となるものである。

　また、「高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者」については、部内で得ることが困難な一定の資格等を前提としているものであり、「専門的な知識経験を有する者」については、部内で確保することが一定期間困難である場合又は活用することができる期間が一定の期間に限られる場合など、まず部内に存在しているか否かを前提としているものである。
　したがって、この制度については、当然に「任期付職員の採用ありき」ではなく、①恒久的・恒常的ではない専門的な業務の必要性が生じた場合について、②部内において、これに従事できる職員の存在の有無について検証した上で、③育成により対応することが業務の緊急性等により困難、または部内で賄うことが不可能な場合について、はじめて適用されるものである。

≪参　考≫
１．衆議院総務委員会（４月18日）における総務省公務員部長見解
　「任期付採用の制度は、新規学卒者等の採用と部内育成を基本とする公務員制度の特例をなす制度でありまして、行政の専門化、高度化等に対応するため、高度の専門的な知識経験等を有することが客観的に明らかな方を、しかも任期を限って採用するものでございます。」
⑹　任期付職員の定数については、現行定数の枠外で措置すること。

　一般職の任期付制度として先行している国におけるこの制度の適用状況は、全体で76名（2002年４月現在）となっており、これらは定数の枠内で措置されている。
　しかし、自治体における定数への反映については、新規学卒者等の採用と部内育成を基本とする制度の特例であること、並びに従事する業務の性格を考慮すると、新たに必要な定数を特定するなど、現行定数の枠外での措置をはかる必要がある。

≪参　考≫
１．総務省自治行政局公務員部長通知（「地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律の運用について」総行公第46号平成14年６月14日）
定数上の取扱い
　任期付職員は常勤の職員であり、地方自治法第172条第３項の規定に基づき、定数条例上は定数内として取り扱われるものであること。
⑺　任期付職員の給与・勤務条件等の設計・運用・水準等の特定については、労使協議に基づくものとすること。

　任期付職員の給与については、国の職員の給与体系を参考としつつ、地域の実情等を踏まえ、条例で定めることとされており、具体的には、①特定任期付職員（法第３条第１項に基づき採用された者）については、特別の俸給表等の特例を設け昇給は適用されない、個別の生活事情に対応した手当（扶養手当、住居手当等）や職務の特殊性に基づく俸給の特別調整額等は支給しない、②一般任期付職員（法第３条第２項に基づき採用された者）については、給与条例における給料表を適用するものの、級別資格基準表の適用及び採用時の給料月額（初任給）決定の特例等を講じることを可能とする、③退職手当については、いずれの任期付職員にも支給するとしている。

　国の特定任期付職員に適用されている特別の俸給表は、「係長クラスから本省課長クラスの職務関連手当等を含めた水準」を参考として設計（７号俸により構成（418,000円～943,000円））されているとともに、極めて高度の専門性を有する者等を採用する場合、給与法適用職員の最高額（指定職俸給表12号俸1,375,000円）まで適用できることとされている。
　また、国の特定任期付職員の号俸の決定については、人事院規則（23－０第６条）において、決定の基準となるべき標準的な場合を規定するとともに、決定において考慮すべき要素（資格・免許等を保持する者としての実績、活動実績、民間企業での実績等に対する社会における一般的な報酬、給与等の評価額、業務内容、職責等）について人事院事務総長通知において定めている。
　一方、このような国の特別の俸給表を、自治体において適用することとなると、給与予算全体に与える影響、職員の士気の低下など、部内の他の職員へも影響を及ぼすこととなり、単なる国公準拠は極めて問題が大きい。
　その意味で、一般任期付職員の給与を含め、客観性・透明性を具備した決定における支給基準の明確化をはかるとともに、他の職員に適用されている制度・水準との納得ある整合性の確保という観点から、給与制度の設計・運用・水準という全般にわたり労使協議に基づくものとする必要がある。
　なお、その他の勤務条件については、定年制度を適用外としている他は、勤務時間・休暇、分限・懲戒・服務、共済組合・福利厚生、公務災害補償制度について、任期の定めのない一般職常勤職員と同様の適用としている。

≪参　考≫
１．参議院総務委員会（５月21日）における総務省公務員部長見解
　「特定任期付職員につきましては、その知識、経験の水準や業務の重要性等にふさわしい給与を確保する必要があるという観点から、国の制度と同様、特別の給料表など一般の職員とは異なる給与体系を設けることが適当であろうというふうに考えております。当然、各地方団体におきましては、本法案の趣旨を踏まえた上で、職員の士気の低下をもたらすことがないように、各団体の地域の事情を踏まえながら特別の給料表をお定めいただくことになるわけでございますが、（中略）、私どもとしましては、首長であります知事や市町村長より高い給与の額が定められるというケースはほとんどないのではないかというふうに考えているところでございます。」
２．総務省自治行政局公務員部長通知（「地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律の運用について」総行公第46号平成14年６月14日）
給　与
　任期付職員の給与は、地方公務員法第24条及び地方自治法第204条の規定に基づき各地方公共団体の条例で定めることとなるが、条例を定めるに当たっては次に述べる国家公務員の任期付職員の給与体系を参考としつつ、地域の実情等を踏まえ、適切な措置を講ぜられたいこと。
（略）
⑻　特定任期付職員業績手当について、支給基準を明確にすること。

　法附則第２条は、法第３条第１項により採用された職員に対して、特定任期付職員業績手当を支給できることとしている。
　一方、国家公務員の特定任期付職員における業績手当については、任期付職員法等において「期待された業績に照らして、特に顕著な業績を挙げたと認められる場合に、事前の人事院事務総長との協議に基づき、予算の範囲内で、俸給月額に相当する額」を支給することができるものとしている。
　また、具体的には人事院規則23－０第８条において、①基準日（12月１日）に在職する特定任期付職員のうち、②採用された日から基準日までの間（すでに支給を受けた者については、支給を受
けた直近の基準日の翌日から直近の基準日までの間）に、③業務に関し特に顕著な業績を挙げたと認められる職員に対して、④期末手当の支給日に支給することができるとされている。
　特定任期付職員に対する業績手当の創設・支給は、他の職員に与える影響を考慮するとともに、公平性を確保する観点等からの支給基準の明確化、特に、「当初期待された業績」及び「特に顕著な業績」について、具体的・客観的な基準に基づくものとする必要がある。

≪参　考≫
１．参議院総務委員会（５月21日）における総務省公務員部長見解
　「業績手当の支給の認定に当たりましては、恣意的な運用や住民の批判を招かないように、公正性や合理性を担保することが必要であると考えております。具体的には、任期付研究員業績手当の場合と同様に、部内に業績手当、業績評価のための委員会を設けたり、又は必要に応じて部外の専門家などの第三者としての意見聴取を行うといったような公正かつ適切な業績の評価の確保、手続を設けていただきまして対応していただくように地方団体に助言してまいりたいと考えております。」
２．総務省自治行政局公務員部長通知（「地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律の運用について」総行公第46号平成14年６月14日）
給　与
　（略）
　また、特定任期付職員業績手当は、採用当初に期待された以上の特に顕著な業績を挙げたと認められる特定任期付職員（第３条第１項の規定により採用された職員をいう。）に対して支給することができるものとあること。
　その業績の評価に当たっては、公正かつ適切な業績の評価の確保が図られることが必要であること。この場合、専門家を交えた評価委員会を設けること等も考えられること。
　（略）

	


〔要　求〕
	９－⑴　欠員補充・定数拡大・直営堅持
④　業務の民間委託化、一部事務組合化等、住民サービスの低下、住民自治の否定につながる合理化は行わないこと。また、現行委託業務等は、直営化すること。


〔解　説〕
　　業務の民間委託化攻撃に対しては、今日行われている民間委託化攻撃の多くが法律や規則に違反・無視して行われている実態にあることから、当局の行政責任を徹底的に追及するとともに、原則的に団体交渉事項であることを確認し、事前協議と合意が整わない限り実施させない基本的合意を勝ち取ります。

　また、委託反対・直営堅持のたたかいを引き続き強めるとともに、委託された職場における委託労働者の賃金・労働条件引き上げのためのたたかいを進める必要があります。
〔要　求〕
	９－⑴　欠員補充・定数拡大・直営堅持
⑤　地方独立行政法人制度の導入は行わないこと。特に公権力の行使を含む窓口関連業務は直接住民と接し、ニーズや状況を的確に把握するための重要部署であることから、安易な民間委託や地方独立行政法人化など外部化させないこと。仮に、導入を検討する場合は、十分な労使協議と合意を前提とすること。


〔解　説〕
　地方独立行政法人については、2004年４月から特定（公務員型）、一般（非公務員型）の２つの形態で設置が可能となっています。この間の取り組みの結果として、特定地方独立行政法人制度が設置されました。このような情勢のもと、道本部は第99回中央委員会で確認されたとおり、設置反対の方針のもと取り組みを進めます。

　また、導入が検討されている職場については、最低限、導入の是非や課題について地域や職場の実態に照らして整理し、十分な労使協議と合意を前提とするよう、自治体当局の対応を求めます。
〔要　求〕
	９－⑴　欠員補充・定数拡大・直営堅持
⑥　公共施設等の管理については、直営堅持を基本とすること。やむを得ず指定管理者制度を検討する場合は、十分な労使協議と合意に基づくこと。また、現行の管理委託制度からの切り替えについても、拙速な切り替えを行わず労使協議を行い、最低限、現在の委託先への切り替えを行うこと。


〔解　説〕
⑴　道本部は、指定管理者制度は合理化の一貫として捉え、原則直営堅持・直営に戻すことを基本に対応します。そのうえで、下記のとおり直営部門および自治体職員の合理化、道本部に結集する関連労組に影響するもの等については、反対の方針で取り組みを進めます。①直営施設に指定管理者制度を導入および、②新規施設に指定管理者制度を導入については、直営堅持を前提に条例をつくらせない取り組みを基本とすること、③従来の管理委託制度から指定管理者制度への切り替えについては３年以内に条例制定することが定められていることから、自治体の雇用者責任を明確にさせ、指定管理者を既存の受託者及び契約者に引き続き指定させること、④公設民営施設の指定管理者制度への切り替えについては、必ずしも切り替える必要はないことから拙速な対応をさせないこと―を基本に取り組むこととします。
⑵　また、2010年12月28日付け総務省通知（別紙参照）を踏まえ、①単なる価格競争入札とさせないこと、②継続的な指定を促していること、③労働法令遵守や雇用労働条件への配慮を求めます。

　特に、2012年11月に総務省が公表した「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果」において、「労働法制の遵守や雇用・労働条件への配慮規定の協定等への記載状況」で、「選定時に示さず、協定書等にも記載していない」という回答が全体の38.8%にのぼっていることから、公共施設等で働く労働者の雇用条件が守られることを求めます。
＜資料＞指定管理者制度の運用について（総務省自治行政局長）
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〔資　料〕
	

	１．特徴と問題点
①　「公の施設」とは、｢住民の福祉を増進する目的をもった施設｣のこと。具体的には診療所、住民会館、体育館、プール･キャンプ場などの体育施設、公民館・図書館・博物館などの社会教育施設、保育所・児童館・福祉会館･養護老人ホームなどの福祉・児童施設、ごみ処理施設・下水処理施設・健康センターなどの衛生施設など。ただし、すべての公の施設が対象になるわけでなく、個別法などによって規制されているものもあります。
②　「公の施設」にあたらないものは、庁舎・事務所・研究施設など住民の利用に供する目的でない施設です。
③　指定管理者に公の施設の管理を行わせる場合には、個々の公の施設ごとに「指定管理者の指定手続きや指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲その他必要な事項を条例で定める」ことになっています。
④　指定管理者を指定するには、議会の議決が必要です。｢契約｣には該当せず、入札の対象外となります。指定の期間は法令上定めがないため自由です。
⑤　指定管理者は、事業報告書を自治体に提出する義務があり、監査の実施が必要です。
⑥　利用料金は条例の範囲内で指定管理者が定め､収受することが出来ますが､自治体の承認が必要です。
⑦　地方自治法第244条の２項改正の附則３条で、2006年９月１日までに従来の「管理委託」を「指定管理者」に変えることを明記しています。従って、従来の直営管理の施設についてまでは、指定管理者の導入は必要ありません。

２．管理委託制度との主な違い
管理委託制度
指定管理者制度
管理を行う者
①地方公共団体が１/２以上出資する法人
②公共団体　③公共的団体
法人その他の団体で首長が指定するもの(民間事業者も可)で議決を要す。
自治体と管理者と
の関係
契約関係
　(委託⇔受託)

管理の代行
　(＊行政処分)

条例において規定
すべき事項
①委託条件などの基本的事項
②管理受託者
①指定手続き
②管理の基準　③業務の範囲
手続き
条例で指定した管理受託者と毎年随意契約を締結
条例に定めた基準により管理者を選定。選定後に協定締結。
使用許可権限
地方公共団体
地方公共団体または指定管理者
公物管理
に基づく
行　　為
権利的
行　為
行政の権限
(管理委託不可能)

行政の権限(権限委任不可能)

ただし、使用許可権限は可能
非権利
的行為
管理委託可能(＊定型的行為)

権限委任可能
事実上の行為
管理委託可能
業務委託可能
権限委任可能
業務委託可能
　　(＊行政処分)～課税、税金の徴収や許認可などの範疇
(＊定型的行為)～入場券の検認、利用の申込み受理等。
３．指定管理者の指定手続き条例の制定について
　条例の制定について自治労が求める重点項目は、①公募によらない指定をさせる、②選考基準に社会的価値を織り込む、ことを基本としていますので、重点項目についての条文案を自治労モデル案としています。
１　指定にあたっては公募によらず管理者を指定する場合の条文について、次のとおり①例外規定と②積極規定の２通りのモデルがあります。
①　例外規定の場合
（募集）

第○条　首長は、指定管理者に公の施設の管理を行わせようとするときは、次に掲げる事項を明示し、指定管理者になろうとする法人その他の団体（以下「団体」という。）を公募するものとする。ただし、首長が必要と認めるときはその限りではない。
⑴　公の施設の概要
⑵　申請受付期間（次条において「申請期間」という。）
⑶　利用料金に関する事項
⑷　指定管理者を指定して管理を行わせる期間（以下「指定期間」という。）
⑸　申請の資格
⑹　選定の基準
⑺　その他首長が指定する事項

【説明】
　通常は第２条あたりで公募の規定の条文が入ることになる。その場合、下記のような例外規定を設けることで、公募によらない対応を可能とする。条文にこうした例外規定を設けることは、多くの条例に見られる。この場合、必要と認める場合について別途要綱等で定める場合がある。
（公募によらない指定管理者の候補者の選定等）
第○条　首長は、公の施設の性格、規模、機能等を考慮し、設置目的を効果的かつ効率的に達成するため、地域等の活力を積極的に活用した管理を行うことにより事業効果が【『明確に』or『相当程度』】期待できると思慮するときは、第２条の規定による公募によらず、本町が出資している法人又は公共団体若しくは公共的団体（次項において「出資団体等」いう。）を指定管理者の候補者として選定することができる。
２　前項の規定により選定するときは、首長は、あらかじめ第３条各号の事項について当該出資団体等と協議を行うものとし、前条各号に照らし総合的に判断を行うものとする。
【説明】
　積極的に公募によらない場合の規定を条文化する場合のモデルである。この場合は、首長の特定企業との癒着などを排除するため、指定先を公社・事業団などの出資法人に限定している。
②　選定基準に社会的価値を盛り込むための条文案
（選定方法等）
第○条　首長は、前条の規定に基づく申請書等の提出があったときは、次に掲げる選定の基準に照らし総合的に審査し、最も適当と認める団体を指定管理者の候補者として選定するものとする。
⑴　利用者の平等な利用の確保及びサービスの向上が図られるものであること。
⑵　公の施設の効用を最大限に発揮するものであること。
⑶　公の施設の適切な維持及び管理並びに管理に係る経費の縮減が図られるものであること。
⑷　公の施設の管理を安定して行う人員、資産その他の経営の規模及び能力を有しており、又は確保できる見込みがあること。
⑸　本市（町・村）の政策の基礎をなす環境、福祉、公正労働及び男女平等参画社会の形成、その他の社会的価値の実現に資すること。
⑹　その他首長等が施設の性質又は目的等に応じて別に定める事項
【説明】
　公の施設の管理者の指定は｢行政処分｣であって「契約」ではないが、自治体契約と同様に社会的価値が配慮されるべきであることから、そのための規定を設けた。なお、(４)及び(５)の規定については、単に事業計画書の内容のみでは判断できないことから、その団体の経営内容や活動内容、過去の事業や現在の事業の実績などを総合的に判断する必要がある。

４．当局交渉での質問事項について
　当局がどのような対応をしているかを確認し、今後条例化の予定である場合、既に条例を制定した場合においても、労使協議事項として、具体的に質疑を行い要求しましょう。
①　なぜ、これまでの地方公共団体(または第３セクター等)で行っていた｢公の施設の管理｣を｢指定管理者制度｣に転換するのか、理由を質したうえで、「質の高い公共サービス」につながるかを質す。単なる人件費削減、低賃金攻撃なのか。議員とも意見交換を積極的に行いましょう。
②　現在そこに働いている職員(派遣された公務員･第３セクター職員など)の雇用についてどのようにするのか。特に公務員、非公務員を問わず、解雇問題が生ずる恐れもあるため、該当する第３セクター等の労組または職員の代表者らと意見交換を行い、積極的に要求をまとめましょう。

③　また、｢指定管理者｣に直接雇われる職員とは別に、あらたに｢指定管理者｣に一部(請負)委託される業務に従事する職員の賃金･雇用条件等についても申し入れを行いましょう。
④　利用料金などが利用者にとって適切であるかどうか、また、これまでの料金体系とどのように違うのか検証しましょう。
⑤　｢指定管理者｣の指定は、首長に委ねられ、首長や首長に近い関係者の業者であるといった｢不適切｣なことがないかなど、公正・公平を明確にさせましょう。また、対象企業等がどのように選ばれたのか、根拠を明確にさせましょう。
⑥　指定する事業の｢期間｣の根拠を明確にさせましょう。20年など長期間になった場合、一企業の｢独占的な状態｣が続き、終了時には当時の事情に詳しい関係者も存在しなくなるため、外部監査や住民監査請求などのチェック機能がこれまで以上に働くよう保障させましょう。(指定管理者制度では、指定業者に直接住民監査請求が出来ません)

⑦　行政の指揮監督権やコントロールなどがどのように保障されているか、特に目的外使用などについて日常的な行政側からの｢指揮監督｣を指定業者に対して行えるよう徹底しましょう。

	


＜資料＞

「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果」より抜粋
平成28年３月　総務省自治行政局行政経営支援室
⑥労働条件

表６　労働法制の遵守や雇用・労働条件への配慮規定の協定等への記載状況　　　　　　　　　（単位：施設、％）
	区　分
	都道府県
	指定都市
	市区町村
	合　計

	１　選定時に示している、かつ、協定等に記載している
	6,173（89.3%）
	6,208（78.5%）
	25,429（41.0%）
	37,810（49.2%）

	２　選定時のみに示している
	194（2.8%）
	729（9.2%）
	6,467（10.4%）
	7,390（9.6%）

	３　協定等にのみ示している
	115（1.7%）
	112（1.4%）
	5,241（8.5%）
	5,468（7.1%）

	４　選定時に示さず、協定書等にも記載していない
	427（6.2%）
	863（10.9%）
	24,830（40.1%）
	26,120（34.0%）

	合　計
	6,909（100.0%）
	7,912（100.0%）
	61,967（100.0%）
	76,788（100.0%）


〔要　求〕
	９－⑵　分限・派遣等

①　地方公務員法第28条に基づく自動失職の特例を定める「分限条例」を制定すること。また、特例に見合う内容を協約化していても速やかに条例化すること。


〔解　説〕
⑴　現行地方公務員法では、事故により人を死亡させ、本人の不注意、過失として刑事責任を問われ、法第16条２号（欠格条項）第28条（分限条項）によって起訴され、禁固以上の刑（執行猶予を含む）が宣告された場合は免職になっています。自治体によっては、故意または重大な過失ではない、公務中または通勤中、交通事故など特例が適用される要件を限定している例はありますが、自治労では、できる限り要件を限定しない(幅広に読める)条項を盛り込むことをめざしています。職員の失職を防ぐ観点から、あらためて、条例の制定状況を点検し、必要に応じて制定・改正に取り組むとしていることから、道本部各単組においても、分限条例を次のように改正させます。
	〈モ　デ　ル　案〉
　　　　　　　県　　　　　市町村
職員の分限および懲戒に関する手続きならびに効果に関する条例
　
以下の一文を追加する
（失職事由の特例）
第〇〇条　任命権者は、(地方公務員)法第16条第２号に該当するにいたった職員のうち、その刑の執行を猶予された者については、情状によりその職を失わないものとすることができる。


⑵　また、「上記特例に見合う内容を協約化すること」をめざしますが、条例の改正に至らない場合でも、特例に見合う内容を「自治労モデル案」をめざしますが、当面、最低でも業務（公務上）にかかわる交通事故については、除外され救済されることを求めます。これを足掛りに、必ずしも「公務上、交通事故」によらない場合でも、自動失職の除外、特例（職員救済）の拡大をめざすこととします。

〔要　求〕
	９－⑵　分限・派遣等
②　地方公共団体の長や職員等の地方公共団体に対する損害賠償責任について、職員の賠償の上限として総務省が政令で定める額を条例化すること。


〔解　説〕
　　2017年に成立した改正地方自治法が、2020年４月に施行される予定です。地方公共団体の長や職員等の地方公共団体に対する損害賠償責任について、職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときは、賠償責任額の上限を定め、それ以上の額を免責することを条例で定めることができることとなりました。総務省の政令によると、職員については、損害賠償責任の原因となった行為を行った日を含む会計年度の年間給与額(扶養手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当または寒冷地手当を除く)が基準とされています。

〔要　求〕
	９－⑵　分限・派遣等
③　公益法人等への職員の派遣については、本人の同意を前提とするとともに、賃金労働条件が本人の不利益とならないよう対応を行うこと。また、制度に関する条例化と運用については、労使協議と合意に基づくこと。


〔解　説〕
　2002年４月１日から公益法人等への職員の派遣についての法律が施行されています。

　共済短期、福利事業をはじめ賃金労働条件において本人に不利益となることが想定されることから、自治労の提起する次の対自治体要求指標に基づき、本人に最大限不利益とならない取り組みを行うことが必要です。
	

	公益法人等への職員の派遣等に関する制度についての対自治体要求指標
①　制度に関する条例化と運用については、充分な労使協議と合意に基づくこと。

②　制度の運用については、法令等の趣旨に基づき実施すること。

③　派遣の対象とする法人の特定については、労使協議・合意を前提として条例化すること。

④　派遣の実施については、当該職員との同意を前提とすること。

　また、職員に同意を求めるときは、事前に、派遣される公益法人等における賃金・労働条件、派遣先団体において従事すべき業務、派遣期間と期間延長の可能性の有無、などについて明示するとともに、当該職員と充分に協議すること。

⑤　派遣を拒否した職員に対して、拒否を理由とした不利益な処遇等を行わないこと。

⑥　原則として現職復帰・復職とし、復帰・復職後の配置については、事前に当該職員と協議すること。

⑦　派遣期間中において、当該派遣されている職員が復帰・復職を申し出た場合、速やかに派遣職員を職務に復帰・復職させること。

⑧　職員が復帰・復職した場合等における任用、賃金・労働条件等に関する処遇については、派遣により不利益が生じることがないようにすること。

⑨　派遣期間中の給与については、最低、派遣前に受けていた給与を保障すること。

⑩　派遣期間中の健康保険制度、災害補償制度、福利旺盛制度の適用については、派遣前の制度における給付と負担を保障するため、必要な措置を講ずること。

⑪　退職派遣制度による職員の派遣期間中の労働基本権行使については、採用（復職）に影響を及ぼすことがないようにするとともに、復職後の懲戒処分の対象としないこと。

⑫　法制度上、確保することが困難な処遇等の確保については、自治体の使用者責任において対応すること。

⑬　法施行日までの間において、新たな職員の派遣を実施しようとするときは、最低、法の趣旨に基づき行うこと。

　また、現在実施している職員の派遣については、早急に、必要な制度等の見直し等を実施すること。
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